
ただいま、ご紹介頂きましたアジア経済研究所の森と申します。本日は、同僚の山形と共にフィリピンの農村部で昨年の秋に実施いたしました障害者生計の実態調査からのファインディングをご報告させて頂きたいと思います。宜しくお願い致します。 

本日の報告ですが、スライドにあるような５つのお話をしたいと思います。まず、はじめにということで世銀・WHOの世界障害報告、その後、以前に実施して当学会でもご報告させて頂いた2007-2008年の調査・研究の整理、そして今回の調査、東京大学－IDE-PIDS調査（2010）で、最後にまとめという構成でお話を致します。
今年、世界銀行と世界保健機関、WHOから、世界障害報告が出ました。障害の社会モデルを念頭においた障害についての包括的な報告書で、ご存じの方も多いと思います。障害の理解、世界の状況、保健ケア、リハビリテーション、支援、障害をなくす環境、教育、労働と雇用、勧告といった内容になっております。この勧告は世界銀行における「社会的保護・労働戦略2012～2022年 回復力と機会の拡大」といった今後10年間の戦略にも組み込まれることになりました。この報告書に世界各国の障害統計の一覧表があります。これまで地域が限定されたものは、国連ESCAPのものなどありましたが、世界全体での一覧、また障害定義がどのようになっているかまで記したものは、これまでなかったと思います。その表を元に整理したのが、こちらの表です。表の大きさの関係ですべての国名は表示できておりませんが、ご覧のようにカタールの0.2%からフィンランドの32.2%と障害者比率というかなり幅のあるデータとなっております。こうした障害比率に幅がある問題はすでに昨年、岩波書店から出ました拙編著でも議論しておりますが、障害の定義の問題、また各国での障害捕捉状況の違いが大きな原因です。一方、この一覧からは、障害者比率で低い数字を示している国々の中には、圧倒的に開発途上国が多いことがわかります。
次に以前に実施しましたフィリピンの都市部、マニラ首都圏の障害者の調査からの知見はスライドにあるような三つです。
１．マニラ首都圏で障害者の貧困率は、同地域の一般の貧困率よりも高く、深刻
２．教育と所得の間には強い相関があり、本人の父の教育程度からも大きく影響
３．女性障害者の所得、教育は所得や教育の内生性を考慮した後でも男性障害者よりも影響大
この前回の研究の問題意識としては以下のようなものがありました。 

国連の障害者の権利条約とは、開発途上国にとっては、貧困問題の解決のツールだということ、ところが、開発途上国では、政府センサスを含めて政策立案上有用なデータが無いということ、開発途上国にも貧困調査や障害調査はあるけれどもそれらでは、なぜ不十分なのかということ、こうした問題意識を元に、フィリピンのマニラ首都圏において、2007年に生計調査を実施致しました。この調査では、現地、フィリピンの開発研究所の開発・統計専門家とフィリピンの障害当事者団体の協力を得て面接調査をマニラ首都圏を代表する４つの市を対象に行いました。調査は、従来の同様の調査と異なり、障害学の観点も念頭においたディスアビリティへの注目も念頭に置いたものとしました。調査では、このディスアビリティを自ら経験している途上国の障害当事者の協力と参加が不可欠と考えました。実際の調査では、調査票を作る段階から、現地の障害当事者団体のリーダーの方に障害アドヴァイザーとなって頂き、実際の調査でも障害当事者の皆さんと開発研究所のスタッフが一緒になったチームで調査を行うことで、こうした問題を解決してきました。
マニラ首都圏における障害者生計調査は、この種のものとしては世界的にも初めてのものなので、国際的にも大変な注目を浴び、国連などでも報告をさせて頂く機会を得ました。しかしながら、私たちにはいくつかの課題が残されました。それがこちらのスライドにあるような内容です。
まず、マニラ首都圏は、障害当時者団体も存在し、支援のための社会的リソースの比重も大きいところで、特殊教育学校もあるという環境があります。また、都市部では、盲人のマッサージ、ろう者のICT産業、肢体不自由者の自営業といった職種も成立しています。しかしながら、開発途上国の7割以上は農村です。こうした農村部に居住する障害者の実態把握が課題となりました。そこで、私たちは、森が参加している東京大学経済学部READのプロジェクトの一環として、農村部の障害者の生計調査を行うことにしました。
農村部での調査は、フィリピンのルソン島の南部のある市で実施しました。人口が9万5千人ほど、世帯数1万9千ほどのところです。
この地域では、市より小さく、フィリピンの最小の行政単位であり、コミュニティ単位でもあるバランガイが全部で34あるのですが、そのうち31バランガイに障害者がおり、肢体不自由者はそのうち18バランガイに、視覚障害者は16バランガイに、聴覚障害者は23バランガイに居住していました。上では各障害者がいたバランガイを色づけしてあります。また全部で障害者数は106人でした。
調査は、構造化調査紙を用いた面接調査です。調査対象は、肢体不自由31人、視覚障害25人、聴覚障害32人、重複障害18人で、男女の比は全体でちょうど半々でした。また障害ごとの年齢構成のグラフはご覧の通りで、視覚障害と聴覚障害では、20歳以下の若年層がいますが、それ以外では、ほとんどおらず、一方、60歳以上の高齢者は視覚障害者で一番多かったなどの特徴があります。
こちらは、学校教育と保有個人財産のグラフです。最終学歴では、重複障害で全く学校に行っていない人が最多で、逆に高校以後の学校に行っている人たちは肢体不自由で多く、視覚障害者では低いという状況が見えてきました。学校に行っていない人たちの比率は全体としてマニラ以上のものがあります。また個人で保有している財産は、携帯電話は4割近くの人たちが持っている一方、ICTにつながるコンピュータはゼロという数字も出て来ました。
こちらは就労状況についての結果です。開発途上国では、就労はしていても一時的雇用の連続だったりするような不完全雇用と呼ばれる状況がよく見られますが、肢体不自由者で不完全失業や失業者が多いというデータが出て来ました。逆に聴覚障害者で完全雇用になっている人の比率が多くなっています。では、彼らが従事している仕事の状況はというと、完全雇用とは言っても賃金支払いのない家族労働である場合が多いようです。また農村部ですので、農業従事者がどの障害でも非常に多いことが分かりました。肢体不自由者で就労できている人は不動産や教職などで、聴覚障害者の場合には、家族の手伝いをしている人以外では、ソーシャルワーカーのような仕事をしている人が多いようです。逆に視覚障害者では、製造業に従事している人が一部いるものの、目立って多い職種がありません。
最後が、貧困状況です。ここでは、貧困世帯の比率が聴覚障害よりも肢体不自由や視覚障害で半分を優に超える比率となっていることを指摘しておきたいと思います。これは、先の就労状況と合わせて考えてみることで、理解できると思います。なんらかの就労、あるいは家族の手伝いのような仕事でもできていれば、農村部の場合、聴覚障害者のように半分程度あるいは、それ以下の貧困で済んでいるものが、それ以外の障害者では、そうではなくなっているということです。
以上の農村部の障害者の生計調査の記述統計を元にした分析から以下の6件を現在のファインディングとしたいと思います。
まず、農村部の障害者は教育へのアクセスを得られておらず、教育平均も第5学年までという低い状況があるということ、二番目に、家やTVなどを始め、最低限の生活を維持するための資産は保有しているということ、三番目に雇用状況は、マニラ首都圏（50%)と比べてやや低いが(47%)、視覚障害者と聴覚障害者の所得順位が逆転している違いがあるということ、4番目に従事している職業は、障害の違いに関わらず、農業で、非熟練労働が主で、肢体不自由者はサービス業、聴覚障害者は農業に従事する傾向があるということ、5番目に貧困率は、農村部でも街区部、重複障害、男性、労働力外の人たち、支払いのない家族労働者で高い傾向があるということ、最後に、総じて、農村部の障害者の最大の問題は、教育へのアクセスと就業機会の拡大にあると言えそうだということです。
これらのファインディングをもとに、さらに詳細な計量経済学的な分析を現在、進めております。今回は時間の関係で省かせて頂きましたが、政府の政策の浸透度や障害当事者団体との関係なども調査では尋ねております。
以上で報告を終わります。忌憚のないご意見・ご批判等、頂戴できますれば幸いです。御静聴・御静視ありがとうございました。

